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0 魏 海浜，渡辺千個 

]. 序論 
ここ数年、 経済の情報化が 急展開している。 近年、 日本で 

は 企業の情報化投資は 拡大し、 より最適な企業経営の 実現に 

向けた構造改革と 新たなビジネスモデルの 導入が進みつつあ 

る。 また、 インターネットを 中心とした情報関連産業への 期 

待も高まっている。 IT ( 情報技術 ) の急速な進展は 競争力に 

決定的影響を 及ぼす。 それは生産体系へのけの 体化 

(Inco 中 oration) と利用面の制度的柔軟性 (lnstitutional 
引バ ticily) に依存している。 そして、 それは、 

①ハードやソフトなど IT 産業自体の生産性向上、 

② 什 ストックの蓄積に 伴 う 労働の資本装備率上昇や 労働 

代替効果 

③ @ の ユーザー側で IT 以外の資本ストックや 労働力㈹生 

産性をも押し 上げる相乗効果 

3 ルートを経て 経済全体の生産性を 向上させることが 期待 

される。 以上の経済全体の 生産性向上の 3 ルートは、 いずれ 

も「 lM 化のスピルオーバー 効果」としてとらえられる。 急速 

な几 化の進展は多くの 産業が IT 化を推進し、 それが業種間 

に活発にスピルオーバーする。 

しかし、 このメカニズムは 依然ブラックボックスであ る。 

これは lT 化のインバク ト を労働・資本・ 技術と一体化させた 

生産要素として 扱えなかったことに 起因する。 従って、 IT 化 

への労働及びハード・ソフト・ネットで 構成される資本への 

一連の投資をもとに け 化を生産要素として 構築し、 それを労 

働・資本・技術など 一連の生産要素と 一体的に扱い、 インプ 

ット・アウトプ ソト 両面の計 壷 経済分析を行 う ことが緊要と 

①生産要素への 体化 
一 IT 生産要素の構築 

( 東工大社会理工 ) 

なっている。 

そして、 以上の背景をふまえて、 本研究は、 け 化のスピル 

オーバー効果に 視点を据えて、 それが産業の 収穫逓増におよ 

ぽす 効果を分析することをねらいとする。 このため、 lm 投資 

を労働 ( Ⅱ運用管理 ) と資本 ( ハード、 ツ フト、 ネット ) に 

分解して、 @T 生産要素 ( 乃を構築し、 それを生産体系へ 体 

化させ、 それに基づき、 l975 年～ l998 年の四半世紀㈲ 日本 

の製造業及び 主要業種を対象に、 input 、 ouIpul 及び institulion 

の 3 面から計量的な 実証分析を行い、 命題の解明に 迫る。 

2. 分析 
2 Ⅱ 分析フレームワーウ 

本研究は序論で 示した研究の 焦点に即して、 図 ] のフレー 

ムワークに基づき、 @T 化の進展、 その ス ヒルオー " 一 ・同化、 

収穫逓増、 生産性の上昇の 循環構造についての 分析を行 う - 

2.2  生産要素の構築・ 検証 

分析フレームワークに 沿った計量経済学的な 実証分析を行 

う ため、 業種別の情報化関連支出をべ ー スに lT 生産要素の構 

築を行 う 。 情報化投資には 多額の投資が 必要であ る。 バード 

ウェアの購入、 システムの開発、 日常㈹システム 運用、 利用 

部門の人たちに 対する情報活用の 教育など、 すべてが情報化 

投資であ る。 

分析のために、 利用するデータベースは、 通商産業省「我 

が国情報処理の 現状」のみであ る，このデータについて、 長 

所として取り 上げられるのは 以下のような 点であ る " 
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②業種間のスピルオーバー ム 情報化生産要素 

一スピルオーバー・ 同化能力の計測 足日独自要素・ ゐ     潜在的 ス ヒルオーパー -/ 一     
幼 7.1T 同化能力   

④ IT 化の進展、 そのスピルオーバー・ 同化、 収穫逓増、 生産性の上昇の 循環構造 

図Ⅰ 分析の基本フレーム 
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2.3  要素制圧生産要素の 構築 

要素 別 (7)IT 生産要素の構築手順は 次のように示される ， 

① 「我が国情報処理の 現状」 ( 通商産業省、 各年版 ) よ 

り l 社あ たりの名目 @T 要素費用を入手。 

② 名目 lT 要素費用をデフレート し 、 実質化する。 

③ 資本分実質 @ 要素費用をストックに 換算し、 IT 資本 

要素を計測。 
④ @ 労働要素と資本要素により、 lT 生産要素を構築。 
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GIc= 一社当たり情報化関連支出額 x 情報化推進企業数 

二 %(l+g)0+6+c+ 砂ル 岱 

二の・ (@+ め ・ M ざ ・ a+ の   ， MS.b+ の ・， MS.c+ の Ⅱパ リ 

耳 G,/@-HC+G, パ C +G 仏 Ⅰ   +G 几 C 

ど二 通信関連機器 
コンピュータ 十 事務用機器 

二 2@.8%  (l995 年の割合を採用、 製造業余内 

@ 宅資本 マ 。 リック ス による ) 

け S: 情報化推進をしている、 資本金 l0 億円以上企業 

( 「大企業」と 称す ) の数 

の大企業とサンプル 平均とのⅡ投資の 比率 

「我が国情報処理の 現状」によるミクロデータはサンプル 

データであ り、 企業規模により 情報化関連支出額がかなり 違 

っている。 よって、 サンプル平均を 大企業平均に 換算するの 

トリック ス より製造業全体のハード 関連費用を研究開発「 太 

企業」べース 利用して、 @974 午からけ 98 年までのデータを 

補完する。 l975 年 目 998 年の間の情報化推進企業数 MS を 次 

式 より推定する。 
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以上より、 o と MS を用いて、 各要素㈲名目要素質Ⅲの 算 

出 ができる。 

2.3.2 実質 汀 生産要素の導出 

本研究では @T 生産要素をハード、 ソフト、 ネット、 労働 

の要素に分けており、 それぞれの ヂ フレータを用いて、 実質 

化する。 ハードのデフレータは「物価指数年報 ( 日本銀行調 

査統計局 ) 」の電気機械物価指数と 事務用・ サーピス Ⅲ機械 物 

価 指数㈹加重平均とする。 ソフト㈹デフレーク は 「物価指数 

年報 ( 日本銀行調査統計局 ) 」㈲企業向け サー … ス 価格指数。 ， ) 

う ち、 情報サービス 価格指数とする   ， ネ、 ヅト " ヂ フレータ は 

「物価指数年報 ( 日本銀行調査統計局 ) 」の企業向けサービス 

価格指数のうち、 通信価格指数とする。 労働㈹デフレータは 、 

「毎月勤労統計月報 ( 労働省 ) 」の労働賃金指数とする     

2.3.3 要素 別汀 生産要素の導出 

労働以外の各資本要素について 次式 によりストック 化する     
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リードタイムについてば、 ハード、 ソフト、 ネ、 ットは   情報 

処理開発協会等へのインタビュー。 - 基づき、 同じく l@4 年と 

する。 ハード、 ソフトの陳腐化率は、 供人税法施行令別表「 ; 上 ; 

定 耐用年数」により、 それぞれ 6 千、 3 % とする @ これ・ こぱ 、 

ネ 、 ット の陳腐化率は 含まれていないので、 ネ 、 ット 回線速度の 

切り替え年数を t, とに、 l.7 年としだ     

2.3.4  要素肌弾性値の 導出 

要素 別 lT 生産要素の弾性 値は   次式 より導出する   
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は の 必要であ 4 年間のデータを る。 「我が国情報処理の 用いて、 0 の推定を次 現状」 1995 式 より行 年 一 l998 う 。 年版 2.4  T 生産要素の構築 
導出された 各 lM 生産要素 及 Vh それそれの弾性 値 を用、           

    

TT 生産要素を (7) 式により構築する。 

の 二ロ ver Ⅰ ge 
「大企業」一社当たり 投資額 

サンプル一社当たり 投資額 (3) 

ニ 205  (l995 年 -  l998 年の平均、 製造業全体 ) 

1975 、 l980,  l985 、 @990 、 l995  年産業連関表の 固定資本 マ 
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3.3 Ⅱ化と収穫逓増 

3.3.1 n スピルオーバーを 加味した生産関数 

IT を労働、 資本に分け、 それそれの同化した ス ヒルオー " 
一 技術も加え、 lT 労働 (//) 及ひ n] 資本 ( りを吹により 百ィ - 

測 する。 

  
ム 二ん 十 7,, ん、 、 Z"  二 

ア Ⅰ 

    Ⅰ             一   
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(11) 
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3. モデル 

3.] モデルの構築，分析 

IT の収穫逓増等生産性向上への 貢献を分析することをね 

A7 れ 1" 
この TT 生産要素をおり 込んだ ゴフ ・タクラス型の 生産関 

数は次 弍 により ポ される。 

らいに、 学習効果等のインパクトも 見るために、 タイムトレ 

ンド も織り込んだ 次の生産関数を 構築して総合的な 分析を行 
V=Ae ス ， tL,,1(7 ヵ 十 Z,l/l 、 )"2@K 戸 ll(/ 。 ,+Z,,/ 。 、 ) 乃                       

  
3.3.2 収穫逓増、 逓減の分析モデル 

げ二 ⅠⅠ L,K  ,/,r, り二 F(  ム ， ん ㍉ (K  ,/ 。 ㌔ r, け 
Lau Ⅰ     ts@R ． Ch Ⅰ     stensen@and@William@H ． Greene   19 7 わ               

二メ e 力 ( ム ".. んじ   Ⅹ K  乃 ・ /A 四 2)r, 
(8)  は規模の経済 (SCE@  を (l3)  式ぴ y よう ; 一                                   

ただし   SCE  二 l 一 8lnC 
七 スケール保護 文 

の ln ソ 

C 小 一 タ ルコスト (13) じ 

仁 労働 

K: 資本 Ⅱ実質アウトブット 

た /T 生産要素 け， :/T 労働 ;1, Ⅱ 乃 資本 ) 

7: 技術ストツ ク 
これにより、 生産関数を (12, 武と」 ノー、 き ど 4 

表 した規模の経済                                     T Ⅰ。   @)   に                               
ハ タイムトレンド   

を 示し、 L 、 K から ん r の重複分は除去けにはⅠとの 重複は 

SC ぢ二 l 一 
  

含まれない ) 。 (14) 
色 + 群 2 十月 + 月 2 千グ 

3.2 % スピルオーバーと 同化能力 
これを用いて、 製造業 9 業種の SCR を計測した結果は 表Ⅰ 

種間スピルオーバー (8) 式の生産関数による 特性 (C.Watanabe,2001,[7]) 分析に際しては、 TT の活発な業 に照ら となる   
して、 スビルオーバーをも 織り込んで分析する 必要があ り、 
そ ㈲ためには、 スビルオーバー 技術の同化能力の 計測が必要 表 1  製造業 9  業種の 5 ㏄ (1976 目 998  年 )  . 

不可欠であ る (C.  Watanabe,  2001,  [8]) 。 

そして、 技術スビルオーバー 及び同化能力の 概念によ       SCE 仇 2  (1.+Zl,r]Is)W  備 考 

IT スビルオーバー 及び同化能力は 次のよ うと 計測される。 
一般機械 32.34%  0 ． 024  0 ． 047  79,94,98 

電気機械 29.60%  0.080  0 ． 201 

輸送機械 28.27% 。 0 ． 035  0 ・ 078 

Ⅰ =7, 十 2 げ 7   、 (9) 精密機械 17.53%  0.030  0 ． 0 ㏄ 

  (l0 Ⅰ 
化学 -18.87% 0,025 0.104 7 わ． わ 2 

-- 沈金属 ・ 21.94%  0.023  0. り糖   紙 ・パルプ -2253% 。 (). ㎝ 7  0.024 
Ⅳ・       /, 金属製 R 。 -30 ． 29%  0 ． 006  0 ・ 018  7H.80.95 

窯業・土石 -47.10%  0.006  0.030 

ム「 ホストの独自 rT ストック 

/ 、 : IT スピルオーバ 一の潜在的ポテンシャル 3.4 Ⅱ化の循環構造 

Z,.T: IT 庄司 ィヒ育 目力 

  備考部分はダミー 年次を意味する ， (T 。 + あ ‥Ⅰ 、 @    は IT 強度を意味 づ   
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以上の分析によると、 IT 化が進むと、 スビルオーバー 効果 

と同化能力が 上がる。 収穫逓増の効果を 生み出し、 生産性が 

上昇するという 好 循環の構造 ( 図 2) がわかる。 

械 産業は、 lT 化進展 づ スビルオーバー・ 同化能力向上 づ 

収穫逓増 づ 生産性の上昇 づ さらなる lT 化の進展の好循 

環が確認できた。 

｜
 

Ⅰ
。
 
日
 

同化能力向上 

      矛 7     

I->  y,    iTftSrote*   
図 2  け化の循環構造 

4. 検証 
4.] 斤 スピルオーバー・ 同化能力の業種特性 

本研究の分析により、 IT スビルオーバー・ 同化能力が業種 

による格差が 大きいことが 判明した。 特に電気機械産業では、 

TT 化の推進に伴い、 TT スピルオーバー ，同化能力は 大きくな 

っている。 しかも技術スビルオーバー・ 同化能力との 差が大 

きくなってきている。 精密機械産業．輸送機械産業の IT スピ 

ルオーバー・ 同化能力は技術のスビルオーバー・ 能力と同じ 

趨勢で動いている。 一般機械産業の IT スビルオーバー・ 同化 

能力の起伏が 激しいが、 技術のスビルオーバー・ 同化能力よ 

り 断然大きいことが 示される。 一次金属産業や 金属製品産業 

などのスビルオーバー 効果はその TT 化の成果を完全の 受け 

られないため、 トレンドが停滞気味であ る。 

TT 強度に応じ、 IT 資本 弾ャ田直 ( ぽ ) も上昇 ( 表 1) する。 

高 TT 強度の電気機械産業、 輸送機械産業、 精密機械産業は、 

スビルオーバ 一により IT 資本弾性 値 が上昇することが ぅか 

がわれる ( 表 2)n 

表 2  けスピルオーバ 一によるけ資本弾性値上昇効果 

  1,+ZlTI, 
スピルオーバー 

電気機械 0 ・ 075  号 0 ． 080 

輸送機械 0 ・ 030  台 0 ． 035 

精密機械 0 ・ 028  号 0 ． 030 

4.2 主要業種の収穫逓増・ 逓減とそれに 対する n のインパクト 

IT 生産要素を織り 込んだ生産関数を 用いて、 主要業種の規 

模の経済について 分析した。 一般機械産業、 電気機械産業、 

輸送機械産業、 精密機械産業といった 業種は収穫逓増となっ 

ているが、 化学産業、 一次金属産業、 紙・バルブ産業、 金属 

製品産業、 窯業・土石産業は 収穫逓減となっていることが 明 

らかになった   

5. 結論 
本研究、 IT 化のスビルオーバー 効果に視点を 据えて、 それ 

が産業の収穫逓増におよぼす 効果を分析することをねらいと 

した。 IT 投資を労働 ( 汀 運用管理 ) と資本 ( ハード、 ソフト、 

ネット ) に分解して、 IT 生産要素Ⅲを 構築し、 それを 生 

産 体系 へ体 化させ、 それに基づき 計量的な実証分析を 行った， 

lT スビルオーバーを 織り込んだ生産関数を 用い、 産業の収穫 

逓増・逓減の 分析を行った。 分析の結果、 次のような 点 。 ; 明 

らかになった。 

① Ⅱ強度に応じ、 IT 資本弾性値も 上昇する， 

② 高 @ 強度の電機機械、 輸送機械、 精密機械の 3 産 

業は スビルオーバ 一により Im 資本弾性値の 上昇が 

見られる。 

③ 「 IT 強度 づ lT 資本 弾 ・ 性値 」の程度に応じ、 SCR 

は 2 種化となる   

④ 化学、 - 次金属、 紙・パルプ、 金属製品、 窯業   

土石といった 産業は収穫逓減とな " 、   . 股 機械、 

電気機械、 輸送機械、 精密機械とい。 だ産業は収 

穫逓増となる ， 

今後引き続き、 国際 ( 日米、 日中等 ) @" Ⅱ化のスピルオーバ 

一による産業の 収穫逓増効果の 比較 や 、 企業レベル比較検証 

への発展により、 さらなる知見の 拡大が期待される。 
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